
２．整備事業
（一関市　平成27年度）

メニュー 事業内容 事業費

（円）

交付金
都道府県

費
市町村費 その他

一関地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧岩手南農
業協同組合）

水稲・小麦
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 2,548 2,406 2,334 2,746 2,600 105.60%

米・麦の
受入れに
より処理
量が回復

震災被害
補修・修

繕
9,623,250 4,582,000 5,041,250 H24.6.29

事業導入により、施設の機能が維
持・向上し、経営規模の比較的小さ
い農家では委託が進み、施設の利用
も拡大しつつある。一方で、米の生
産数量目標が減少している中ではあ
るが、H26年産は収量が上がり処理量
が回復した。また、麦も収穫時期の
天候に恵まれたのと、収量の多い品
種の作付面積も拡大し、処理量の目
標は達成出来た。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

一関地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧岩手南農
業協同組合）

水稲・小麦
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 1,011 1,020 1,108 1,216 1,050 115.80%

米・麦の
受入れに
より処理
量が回復

荷受操作
盤事務処
理システ
ム更新

12,266,100 4,850,000 7,416,100 H24.6.29

米を受け入れる施設として稼動して
おり、特別栽培米、限定純情米、一
般米の全てを受け入れているほか、
もち米のラインも別の装備してお
り、使い勝手の良い施設となってい
る。利用率も高く、目標を達成出来
ている。一方、施設の老朽化が進ん
できており、今後、利用計画を検討
する必要がある。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

花泉地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧岩手南農
業協同組合）

水稲
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 1,162 1,102 942 1,237 1,600 77.30%

米の受入
れにより
震災前以
上の処理
量が回復

震災被害
補修・修
繕、色彩
選別機導

入

36,314,250 17,292,000 19,022,250 H24.6.29

震災前と同等以上の機能が確保され
たが、荷受品種は｢ひとめぼれ｣のみ
であり、刈り取り時期が集中するこ
とや高性能機械の導入により荷受が
集中し、荷受待機時間が長くなって
しまい、担い手施設に分散している
傾向が見られており、目標達成が出
来ていない。今後は、作付増が見込
まれる飼料用米の受け入れ態勢を検
討する。

本事業導入により
処理機能が回復
し、震災前以上の
実績値を達成する
ことができた。飼
料米の受け入れ態
勢を検討し目標値
に向けての指導を
行う。

千厩地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧いわい東
農業協同組

合）

水稲
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 1,827 1853.7 1845.7 2127.5 1,933 110.10%

飼料用米
の受入れ
により処
理量が回

復

防御シス
テム及び
色彩選別
機更新、
小型色彩
選別機導

入

41,160,000 19,600,000 21,560,000 H24.5.15

当事業により、施設の処理機能が維
持・向上したため、カメムシ被害に
よる斑点米や、高温障害による乳白
米が発生した場合でも高品質米が調
製でき、事業効果が現れている。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

藤沢地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧いわい東
農業協同組

合）

水稲
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 760 681 650 708 800 88.50%

高品質米
生産・効
率化が図
られてい
る。

計量機制
御盤及び
搬入・搬
出コンベ
ヤ更新、
小型色彩
選別機導

12,570,600 5,986,000 6,584,600 H24.5.15

飼料用米への転換も見られ、生産数
量目標の減少により処理量が伸び悩
み、目標を達成できなかったが、品
質面では、選別機活用による高品質
米生産が図られた。

受け入れ態勢を検
討し、利用率向
上・処理量の増加
を行い目標達成に
向けて指導を行
う。

大東地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧いわい東
農業協同組

合）

水稲
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 764 1,057 930.5 1,098.8 785 139%

飼料用米
の受入れ
により処
理量が回

復

色彩選別
機更新、
フレコン
計量機導

入

28,350,000 13,500,000 14,850,000 H24.5.15

当事業により処理機能が回復し、震
災前以上の実績となり処理機能が回
復した。主食用品種の処理量増加に
加え、飼料用米の取り組みにより処
理量が大幅に増加しており、事業に
より改修・導入した機器の有効活用
が図られている。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

備考
（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

事業実施主体の
評価

市町村の評価
完了年月

日

成果目標
の具体的
な実績

（対象作
物・畜種等

名）①

地区名

３年後
（平成26
年）

１年後
（平成24

年）

成果目標
の具体的
な内容

２年後
（平成25

年）

負担区分（円）

達成率

事業実施主体
名

目標値
（平成26
年）

事業実施後の状況①

被災前
22年度



室根地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧いわい東
農業協同組

合）

水稲
耕種作物共
同利用施設

整備

処理量 316 313 295 424 406 104%

飼料用米
の受入れ
により処
理量が回

復

色彩選別
機導入

15,225,000 7,250,000 7,975,000 H24.5.15

当事業により処理機能が回復し、震
災前以上の実績となり処理機能が回
復した。事業導入により、カメムシ
被害による斑点米や高温障害による
乳白米が発生した場合でも、高品質
米が調製でき事業効果が現れてい
る。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

藤沢地区

いわて平泉農
業協同組合

（旧いわい東
農業協同組

合）

ﾋﾟｰﾏﾝ・小菊
耕種作物共
同利用施設

整備

集出荷量

ﾋﾟｰﾏﾝ
662ｔ
小菊

11,393千本

ﾋﾟｰﾏﾝ
980ｔ
小菊

11,506千本

ﾋﾟｰﾏﾝ
821ｔ
小菊

9,728千本

ﾋﾟｰﾏﾝ
880ｔ
小菊

11,115千本

ﾋﾟｰﾏﾝ
680ｔ
小菊

12,500千本

120.7%
77.8%

ﾋﾟｰﾏﾝ・小
菊の集出
荷量の回

復

ピーマン
袋詰機2
基、ピー
マン荷受
システム

54,600,000 26,000,000 28,600,000 H24.5.15

当事業により処理機能が回復し、青
果物の選果施設として有効活用され
ている。ピーマンは、徐々に生産拡
大が図られ、数量を伸ばすことが出
来た。一方、小菊については、高齢
化により栽培を取りやめる生産者が
増えているが、現状の１条植えから
２条植えを推進し、収量向上を図
る。

本事業により施設
の機能が回復し
た。
機械の有効活用が
行われるよう栽培
面積の拡大・反収
の向上に向けて関
係機関とともに指
導を行う。

大東地区
農事組合法人
おきた営農組

合
水稲 処理量 263t 341t 341t 420t 309t 135.90%

水稲の受
入れによ
り処理量
が回復

計量器・
粗選機更
新工事一

式
色彩選別
機設置工
事一式

20,000,000 9,523,000 3,174,000 3,175,000 4,128,000 H24.5.29

受託面積の増加や当地域の飼料米生
産組合からの受入数が増加し、当地
区の水田農業振興に大きく寄与でき
た。受入籾乾燥重量計量器及び粗選
機の導入は、乾燥施設の利用拡大に
つながり、色彩選別機導入により、
酒米を除く主食米については一等米
比率100%で、事業効果が十分現れて
いる。

本事業導入により
処理機能が回復
し、受入数量が増
え数値目標を達成
できた。

室根折壁
地区

(株)オヤマ

畜産物共同
利用施設整

備
(ブロイ
ラー)

震災前出
荷量の4
割回復

1,500,000
羽

36,400羽 637,000羽 642,700羽 617,400羽 104%

震災前の
出荷量の
４割強ま
で回復し
た。

鶏舎・倉
庫・管理
棟・ボイ
ラー等の
建設整備

529,273,500 251,900,000 277,373,500 H25.3.12

当事業の導入により、大震災の影響
により減量となっていた150万羽に対
して、約４割の出荷量が回復すると
ともに、雇用の増にも繋がった。
　今後も引き続き規模回復を計画す
るとともに、より効率的な飼養体系
の確立を目指す。

大震災による生産
量の減少に対し
て、当事業導入に
より飼養量ベース
で約４割回復し、
事業効果が認めら
れた。事業実施主
体においては、今
後も施設増並びに
飼養技術の向上に
より、残り６割の
回復に向けた取り
組みを計画してお
り、目標実現のた
め引き続き支援を
行う。

107% 総合所見

（注） １　要領第１の１の（２）のイの（ア）から（ウ）の場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　２　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　３「事業実施主体の評価」欄と、「市町村の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　 　　４「市町村平均達成率」欄は、市町村において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、市町村全体の総合所見を記入すること。

市町村平均達成率
事業導入により、施設機械の機能が回復し、震災前以上の実績となっている。未達成の施設については、今後受け入れ体制を検討し機械の有効活用を図るよう
関係機関とともに指導を行っていく。


